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研究要旨：
【目的】労働者が常時50名以上の事業場では、事業者に一般定期健康診断の結果の報告義務を科している。その中に有所見者の人数があるが、各項目の有所見の基準が定められていない。そこで有所見の基準に関する現状調査を実施した。
【方法】オンラインアンケートシステムを用いて事例を収集した。
【結果・考察】86名より回答が得られた。属性については、69名（有効回答85名）が7年以上の産業医経験を有し、現在専属産業医が58名、非専属が27名であった。「所見のあつた者の人数」に関する質問（同80名）については、48名が「健康診断を実施した医師が所見ありと判断した人数（健診実施者判断）」、24名が「事業所に勤務する産業医が判断した人数（産業医判断）」と回答した。「医師の指示人数」に関して(同80名)は、33名が健診実施者判断、42名が産業医判断と回答した。その他、統括産業医による判断などの回答があった。今後有所見とする基準および「医師の指示人数」の解釈を検討していくうえで、まずは有所見の概念を整理していく必要があると考えられた。
研究協力者　森貴大　産業医科大学　産業医実務研修センター　修練医
Ａ．目的
　わが国では労働安全衛生法によりすべての労働者に対して定期健康診断が行われ、常時50名以上の労働者を雇用する事業場では、事業者に定期健康診断の結果の労働基準監督署への報告義務を科している。しかし、「労働安全衛生法に基づく定期健康診断のあり方検討会」の報告書（2016年12月）において、労働者が常時50名以上の事業場では、事業者に一般定期健康診断の結果の報告義務を科しており、その報告様式に有所見者の人数を記載する項目があるが、各項目の有所見の基準がないため、公表されている有所見率の意義を見出すことは困難である、と指摘されている。当該報告様式には「所見があつた者の人数」と「医師の指示人数」を記載する項目があり、それぞれ以下のように記述の注意が記載されている。
· 「所見のあつた者の人数」の欄は、各健康診断項目の有所見者数の合計ではなく､｢聴力検査　（オージオメーターによる検査)(1000Hz）」から「心電図検査」までの健康診断項目のいずれかが有所見であつた者の人数を記入すること。

· 「医師の指示人数」の欄は、健康診断の結果、要医療、要精密検査等医師による指示のあつた者の数を記入すること。
　ここで、有所見の定義があいまいであるため先の報告書では有所見率の意義を見出しがたいと指摘した。また、「医師の指示人数」について、健康診断においては、健診項目ごとの医療判定を行う健診実施医師と最終判定・就業判定を行う産業医のいずれの判定の記載を行うかについてあいまいな記述となっており、現状の報告がどのような数値となっているか明らかでない現状がある。
本研究では、これらの課題を検討するための基礎調査として、産業医が有所見者数および医師の指示人数の記載をどのように記載しているかについて明らかにするとともに、参考資料として同時に行われた厚生労働科学研究「健康診査・保健指導の有効性評価に関する研究」（Ｈ２８－循環器等－一般－００３）研究代表者・永井良三の分担研究である有所見の基準の紹介を行う。
Ｂ．方法
1. 収集方法
収集に関しては遠隔者であっても入力しやすいようオンラインアンケートシステムであるSurveymonkeyを利用した。なお、類似の研究である、厚生労働科学研究「健康診査・保健指導の有効性評価に関する研究」（Ｈ２８－循環器等－一般－００３）研究代表者・永井良三の分担研究である、定期健康診断の有効性に関する研究も同時にアンケート収集を行った。本報告書の価値を高めるため、永井班の調査結果の一部も収載する。
2. 収集内容
　有所見、特定業務従事者健診、既往歴の3つのテーマを分担して、収集内容の検討を行った。主な有所見の基準に関する質問項目としては、産業医歴、産業医の形態、職種、「所見のあつた者の人数」・「医師の指示人数」のカウント方法および健康診断実施項目ごとに有所見とする基準、私傷病対策を目的とした保健指導を実施する基準、作業関連疾患予防を目的とした面接実施の目安、職務適性上の懸念があると判断する目安、について聴取した。また、健康診断実施後、有所見者に対して外部の医療機関への受診を促すための取り組み、受診したかどうかの確認方法について聴取した。内容は単一選択式を基本とするものの、複数の要素があり得るものは複数選択式、さらに構造化が難しい内容に関しては自由記述の形式とした。
3. 対象
産業保健経営研究会の会員のうち3年以上の産業医業務経験を有する153名を対象とした。
4. 倫理的配慮
産業医科大学倫理審査委員会による承認を得て実施した。
Ｃ．結果
(1)属性について
86名より回答が得られた。産業医経験年数は4年未満5名、4～6年11名、7～9年20名、10年以上49名、未回答1名で、68名が産業衛生学会専門医・指導医の有資格者であった。現在58名が専属産業医、27名が非専属として勤務していた（表1）。また有効回答69名中58名が従業員1000名以上の事業場で勤務していた。
　業種（複数回答可）は製造業が最大で59名、続いて卸売業・小売業が10名、情報通信業9名、運輸業・郵送業9名、医療・福祉9名、などであった（表2）。
(2)労働基準監督署への報告様式について

労働基準監督署の提出様式には「所見のあつた者の人数」の定義は「有所見であつた者の人数」と記載されているため、「所見のあつた者の人数」に関する質問については、有効回答80名中48名が「健康診断を実施した医師が所見ありと判断した人数（健診実施者判断）」、24名が「事業所に勤務する産業医が所見ありと判断した人数（産業医判断）」と回答した。産業医判断のうち、15名が個人の健康管理上の判断、9名が会社の管理上の判断であった。その他、「異常なし・措置不要以外の人数」、「会社基準の判定や数値で有所見と判断した人数」という回答があった（表3）。「医師の指示人数」に関しては、有効回答80名中33名が健診実施者判断、42名が産業医判断と回答した。産業医判断のうち、22名が個人の健康管理上の判断、20名が会社の管理上の判断であった。その他、統括産業医による判断などの回答があった（表4）。
健康診断実施後、有所見者への外部の医療機関への受診を促す取り組みに関して割合を問うた質問（複数回答可）では、「健康診断結果票に要受診などの判定・コメントがある」が94％、「外部の医療機関宛の紹介状を同封している」が49％、「受診が必要な者に対して産業保健スタッフが直接面談を行っている」が60％、「医療職が電話またはメールで受診勧奨を行っている」が45％、「上記判定に加えて産業保健スタッフが受診促進につながるコメントを記載している」が16％、と回答された。
また、医療機関を受診したことの把握しているものは69％、受診の報告方法に関して(複数回答可)は、46名回答中、「従業員が産業保健スタッフに受診結果を報告することになっている」が32名（70%）、「紹介状を同封しているため、主治医から返書が届く」が27名（59%）、「再検査や診療を事業所内で実施しているため把握できる」が10名（22%）であった。その他、産業保健スタッフが受診を電話やメール、あるいは面談で確認するという意見や、産業医面談後に紹介状を持たせ受診させることで主治医より返書が届くという回答があった。
【参考：永井班の研究成果の一部】
健康診断実施項目（聴力検査(1000Hz)、聴力検査(4000Hz)、収縮期血圧、拡張期血圧、Hb、赤血球数、GOT(AST)、GPT(ALT)、γGTP(GGT)、総コレステロール、中性脂肪、LDLコレステロール、HDLコレステロール、空腹時血糖、随時血糖、HbA1c(NGSP)、尿検査(糖)、尿検査(蛋白)、クレアチニン）について、①有所見とする基準、②治療中の場合の基準、③私傷病対策を目的とした保健指導を実施する基準、④作業関連疾患予防を目的とした面接実施の目安、⑤職務適性上の懸念があると判断する目安、に関する質問は、各項目それぞれ様々な回答が得られた（表5）。
Ｄ．考察
今回の調査結果から、有所見者（「所見のあつた者」）と判断をする者は、健診実施者、産業医および会社基準という回答があり、統一されていないことが分かった。また「医師の指示人数」の解釈については、「健康診断を実施した医師」と産業医など「意見を述べた医師」の両者で意見が分かれた。さらに健康診断実施項目ごとの有所見とする基準や、その他アクションを起こす基準について、回答数にばらつきが大きく、様々な基準値が回答された。アクションを起こす基準は業種・職種により異なってくることが想定されるが、有所見とする基準も様々な回答が得られたことから、“有所見”の概念が産業医間により大きく異なっていることが考えられため今後何らかの合意形成をことが必要であると思われる。
また各学会が提唱している基準値も臨床的な文脈でのみ決まる項目であるにもかかわらず様々な判定基準が存在している（表6）。
今後有所見とする基準および「医師の指示人数」の解釈を検討していくうえで、まずは有所見の概念を整理していく必要がある。その手法として、産業医の専門家、および各分野の専門家を交えたフォーマルコンセンサス形成法などの追加の研究が必要である。
E．結論

　労働基準監督署提出書式にある有所見や医師の指示人数は産業医によりとらえ方は様々で数字のばらつきが大きく見られた。今後、有所見とする定義を明確化するための質的分析を進めていき、労働衛生の向上に資する統計となるための報告すべき項目を整理し、フォーマルコンセンサス形成法での新しい労働基準監督署提出様式の提案が必要である。
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